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提出書類一覧

既存法人新設法人

1 整備協議書 （別添）

□ □

2 提出書類一覧表・チェック表 ※この表も提出のこと 2 ～ 3

□ □

3 施設の運営方針等について （別添） 4 ～10

□ □

4 事業計画（医療対応型） （別添） 11～ 12

5 施設長予定者の履歴書

（別添）参考様式15頁に掲載

※資格を証する書類を添付のこと

―

□ □

6 社会福祉法人調書 (別添） 13～15

□ □

7 法人登記事項証明書(原本)・定款(写)

□

8 履歴書(写)

設立代表者、理事、監事、評議員

※原本証明を行なうこと

16

□ □

9 法人の現況報告書 ※直近2か年分、原本証明必要

□

10法人議事録(写) ※今回の施設整備方針を議決したもの、原本証明必要

□

11設立発起人会議事録(写) （任意様式）※原本証明必要

□

12委任状(設立準備会の代表権委任)(写) （別添様式参照）※原本証明必要 17～19

□

13印鑑登録証明書(原本) 設立代表者、理事、監事 ―

□

14身分証明書(原本)

設立代表者、理事、監事

※市町村発行のもの

□

15

法人指導監査、施設指導監査の結果通知・

是正改善状況報告書(写)

※直近2か年（2回）分、原本証明必要

※新設法人の場合、関連する法人のうち、介護サービス

を提供する事業所のものを含む。

□

16

建築設計図

・敷地配置図

・平面図

・立面図※斜線制限を記入したもの

・法定日影図

・実日影図

・居室詳細図（間取り図）

・設計上の確認事項

A3判、カラー不可

・縮尺は1/200又は1/300

・建物と敷地境界との距離、方位を明示すること

・平面図には、便器、洗面器等の設備機器や家具など可

能な範囲で記載すること

・面積基準がある居室等はできるだけ面積を記載するこ

と（この場合の面積は内法)

・「居室詳細図（間取り図）」の縮尺は1/50

（別添）「設計上の確認事項」も作成すること

20～21

□ □

17（必要な場合）事前協議に関する資料

（任意様式）

※関係部局との協議記録等を添付

―

□ □

18工事工程表

（任意様式）

※整備年度4月以降確認申請～工事完成までを表示

―

□ □

19面積表

※設計事務所作成のもの（内法による確認が必要な設備

については内法による面積も表示すること）

(合築施設の場合:「按分根拠資料」別紙参考様式)

□ □

※原本を提出する場合は、書類提出時前3か月以内のものを用いて下さい。

※この他にも必要な書類について、指示することがあります。

※新設法人の場合：法人認可申請に際には別途その他の書類が必要となります。

書類名

チェック欄

書類名

― ―

事

業

に

関

す

る

書

類

1

※書類番号に黄色が塗ってあるものは12月17日までに提出。

※16 建築設計図のうち、「敷地配置図」及び「平面図」も12月17日

までに提出。なお、「平面図」は設備基準を確認できるものを提出

すること（寸法等の細部は後日修正可）。

チェック欄

―

―

頁 様式・内容など

工

事

等

に

関

す

る

書

類

―

―

法

人

に

関

す

る

書

類

―

22

―

―
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既存法人新設法人

20事業計画書（資金計画①、②） （別添） 23～24

□ □

21建築工事等見積書(写)

※設計事務所によるもの、原本証明必要

（「建設工事等見積書」別紙参考様式参照）

25～26

□ □

22設備備品購入費の積算資料

（任意様式）

※見積書、又は内容（主要な物品名、数量を記入）と金

額がわかるもの

□ □

23借入金算出内訳表（機構、協調融資）

(別添）

※福祉医療機構分と協調融資分を分けて作成すること

□ □

24借入金償還計画表

(別添）

※福祉医療機構分と協調融資分を分けて作成すること

□ □

25

資金収支(見込)計算書、資金収支事業別内

訳書

(別添）

※収支額の算定資料を添付すること

（「介護保険施設利用者状況表」参考資料添付）

29～31

□ □

26人員配置予定表 (別添） 32～35

□ □

27雇用に関する誓約書

（任意様式）

※医師、看護師の採用を確実に行うもの

□ □

28協調融資関係資料

※融資の確約書、覚書等があればその写しを提出のこ

と。また証明書等がない場合は金融機関との協議記録

（任意様式）を提出すること。

□ □

29

預金残高証明書(原本)、通帳(写)

※通帳の原本も確認しますので、書類提出

時にご持参ください。

※複数口座の場合は預金残高証明書の証明日（平成○年

○月○日現在高）を同一日にすること

※通帳の写しは過去一年間分を提出のこと（原本証明必

要）

※今後も預金残高証明書等の書類については必要な都度

（複数回）提出のこと

※有価証券は不可

□ □

30法人決算書、財産目録 ※直近2か年分、原本証明を行なうこと

□

31贈与契約書(写) (別添）参考様式 　※原本証明を行うこと

□ □

32

法人登記事項証明書(原本)・法人の定款

(寄付行為)(写)

※寄附者が法人の場合

□ □

33身分証明書(原本)

※寄附者が個人の場合

※市町村発行のもの

（ただし、設立代表者等法人役員からの寄附の場合は

「法人に関する書類」で身分証明書の提出を求めている

ため省略）

□ □

34寄附者の印鑑登録証明書(原本)

□ □

35社員総会等議事録(写) ※寄附者が法人の場合（寄附等を議決した内容のもの）

□ □

36企業等の貸借対照表、決算書等(写)

※寄附者が法人の場合（直近3期分、原本証明を行なうこ

と）

□ □

37寄附者の課税証明書(原本)

□ □

―

―

―

―

―

【寄附金の場合のみ】

チェック欄

頁

―

―
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―

自
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資
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類

―

27

【自己資金、寄附金共通】

整

備

・

運

営

費

用

及

び

そ

の

財

源

に

関

す

る

書

類

―

―

―

【自己資金の場合のみ】

28


